岡事指第１５９７号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年３月２１日

指定就労継続支援Ａ型事業所管理者　様
岡山市保健福祉局事業者指導課　　　　　
就労継続支援Ａ型の基準条例等の改正及びそれに伴う
平成２９年度以降の事業所運営における留意点について
この度、厚生労働省令「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第１７１号）及び「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第１７４号）の一部が改正され、平成２９年４月１日から施行されます。
岡山市内の事業所については、厚生労働省令に準じた「岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例」(平成２４年岡山市条例第８１号）及び「岡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例」(平成２４年岡山市条例第８３号）を適用しておりますが、厚生労働省令の改正により同条例を改正し、平成２９年４月１日に施行します。

つきましては、平成２９年４月１日以降の事業運営について、下記の変更点が生じますのでご留意いただきますようお願いいたします。
記
1 「岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例」の改正によるもの
1 第１８１条第３項

　指定就労継続支援Ａ型事業者は、就労の機会の提供に当たっては、利用者の就労に必要な知識及び能力の向上に努めるとともに、その希望を踏まえたものとしなければならない。
⇒　規定を踏まえた事業所運営にご留意願います。
2 第１８２条第２項

指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となるようにしなければならない。
⇒　事業収入－必要経費　≧　利用者に支払う賃金の総額　となります。
· 生産活動に係る事業の収入や必要経費に計上できる勘定科目、生産活動に係る事業の収入から必要経費を控除した額から利用者の賃金が支払うことができない場合の具体的取扱い等に関しましては、後日、指定基準の解釈通知でお示ししていく予定です。
3 第１８２条第６項

賃金及び第３項に規定する工賃の支払に要する額は、原則として、自立支援給付をもって充ててはならない。ただし、災害その他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。
⇒　規定を踏まえた事業所運営にご留意願います。
4 第１８６条の２（改正前は第９１条「生活介護」を準用）
指定就労継続支援Ａ型事業者は、指定就労継続支援Ａ型事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならない。
（１）事業の目的及び運営の方針

（２）従業者の職種，員数及び職務の内容

（３）営業日及び営業時間

（４）利用定員

（５）指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るものを除く。）並びに支給決定障害者から受
領する費用の種類及びその額

（６）指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るものに限る。），賃金及び第１８２条第３項
に規定する工賃並びに利用者の労働時間及び作業時間

（７）通常の事業の実施地域

（８）サービスの利用に当たっての留意事項

（９）緊急時，事故発生時等における対応方法

（１０）
非常災害対策

（１１）
事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

（１２）
身体拘束等の禁止及び緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合の手続　

（１３）
虐待の防止のための措置に関する事項

（１４）
成年後見制度の活用支援

（１５）
苦情解決体制の整備

（１６）
その他運営に関する重要事項
⇒　（６）の追加に伴い、運営規程の変更が必要となるため、岡山市への変更届の提出が必要と
なります。（提出書類、提出期限については、以下３及び４参照）
2 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則」の改正によるもの
第３４条の２０
法第３６条第２項に規定する厚生労働省令で定める障害福祉サービス（第３４条の２２において「特定障害福祉サービス」という。）は、生活介護、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型とする。
　　　⇒就労継続支援Ａ型に係る指定障害福祉サービス事業者の指定及び定員増について、あらかじめ岡山県知事の同意が必要になるため、岡山県障害福祉計画に定める必要な量に達している場合、今後、申請を受けることができないこともありますので、ご留意願います。（就労継続支援Ａ型にも総量規制の導入がされるもの。）
3 運営規程変更に係る提出書類
（様式は岡山市役所ホームページ　→　事業者情報　→　事業を営んでいる方・介護・障害事業者　→　障害者・障害児の事業所について（障害事業者係）【障害者】指定・変更関係　に掲載）
①　変更届出書（様式第４号）
　　②　運営規程
4 提出期限等
（１）提出期限

平成２９年４月１０日（月）必着

（２）提出部数

　　　１部
（３）提出先：岡山市保健福祉局事業者指導課障害事業者係
　　　〒７００－０９１３

　　　岡山市北区大供三丁目１－１８　ＫＳＢ会館４階
　　　ＴＥＬ：０８６－２１２－１０１５

　　　ＦＡＸ：０８６－２２１－３０１０

5 添付資料等
1 岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年岡山市条例第８１号）新旧対照表
2 岡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年岡山市条例第８３号）新旧対照表
